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はじめに
　わが国社会においても進行している社会の

「分断」化と「奪い合い」を克服し、「分かち
合い」社会への転換を構想する議論が展開さ
れている1。ここでいう「分断社会」とは「人
びとの間で目的が共有されず、共同行為が成
立しない状態」のこととされる2。そして、こ
の分断社会を克服し、目指すべき「分かち合
い」社会とは、「いまを生きるすべての人々
が『自己の存在が他者にとっての幸福である』
ことを実感できる社会」のこととされる3。
　本稿は、このような「分かち合い」社会の
実現に寄与すべく、労働法の規制のあり方を
トータルに見直す議論をどのように進めて行
くべきなのかを考える前提として、労働法の
規制の根拠となり、その枠組みを設定するも
のと考えられる「労働権」の再構成について、

「 就 労 価 値 」 と「 社 会 的 包 摂（social 
inclusion）」の視点から、これを試みるもの
である。なお、筆者は、すでに労働権の再構
成に関する論文をいくつか公表している4。
その意味では、本稿は、「分かち合い」社会
の実現という観点から、筆者のこれまでの労
働権の再構成に関する議論を再検討するもの
である。

１．「就労価値」と「分かち合い」社会
　人が働くこと、「就労」を通じた自己の社
会的役割の社会による承認によって対他存在
としての自分の存在を自ら肯定できること

が、人間にとって人生／いのちの肯定の基盤
となっている5。これは、人の就労に価値を
見出す議論、すなわち「就労価値」論の基本
認識である。「就労価値」論は、就労価値が
就労を通じた人としての存在の承認を意味す
るものと理解する。そして、そのような就労
を通じて人生／いのちの肯定の基盤を形成す
ることは、規範的に要請されるものである、
と「就労価値」論は主張する6。
　前述のように、「分かち合い」社会は、「い
まを生きるすべての人々が『自己の存在が他
者にとっての幸福である』ことを実感できる
社会」のことであるから、「就労価値」論が
基本認識とするところの「就労」を通じた自
己の社会的役割の社会による承認によって対
他存在としての自分の存在を自ら肯定できる
こと、そして、そのような就労を通じて人生／
いのちの肯定の基盤を形成することは、「分
かち合い」社会の実現のために必要で重要な
要素ということができよう。
　また、就労価値には、上述のような①人格
的価値の側面のみならず、②経済的価値の側
面、および③社会的価値の側面といったもの
が、複合的に存しているものと考えられる。
②経済的価値の側面には、個人が就労によっ
て所得を得ることという意味での個人にとっ
ての経済的価値と、就労によって社会に富が
生み出されることや、それを通じた税収・社
会保障財源の確保・増大といった社会にとっ
ての経済的価値の２つの側面が含まれる。そ
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して、③社会的価値とは、社会において就労
が持つ価値のことであり、就労を通じて個人
が社会に包摂されること、「社会的包摂」に
よって、社会の安定が図られることを意味す
る7。このような複合的側面を有する就労価
値は、個々人の就労ごとにそれぞれの側面に
濃淡の差はあるものの、上記の３つの価値が
融合したものとして把握されるべき性格のも
のと考えられる。すなわち、就労価値は、経
済的価値のみに帰するものではないというこ
とである。ここで、③社会的価値の側面にお
いて言及した社会的包摂は、①人格的価値の
側面および②経済的価値の側面にとっても、
その実現のために求められるものである、と
いうことに留意すべきである。その意味で、
就労価値の実現のためには、社会的包摂（社
会的排除の状態に陥ることにならないこと）
を図ることが、規範的に要請される8。このよ
うに、人が働くこと、就労という側面から「分
かち合い」社会をみるとき、社会的包摂の実
現が、その鍵となるといえよう。

２．就労価値と自由
　さて、上述のような複合的構造をもつもの
と解される就労価値であるが、それらの中で、
②経済的価値の側面と③社会的価値の側面
は、就労の強制という問題をもたらす可能性
がある。そのため、社会的包摂を図るための
就労支援が、ともかく仕事があればよいとい
うようなものとなれば、それは社会への「中
途半端な接合」をただ再生産する結果となる、
という問題を生じさせることになる9。
　こうした問題については、アマルティア・
セ ン の 潜 在 能 力 ア プ ロ ー チ（capability 
approach）における就労価値をめぐる議論
が示唆に富む。センは、人びとの自由を拡大
するような社会的支援は、個人的責任と親和
的である、という。というのも、人は、実質
的な自由となにかを為す潜在能力なくして、
自分が為すことに対する責任をもちえないか
らである。実質的自由と実際になにかを為す
潜在能力をもつならば、人は為すか為すまい
かを考える（普遍的な）責務をもつことにな
るのである。この意味で自由は責任に対して

必要かつ十分の関係にあるといえるだろう、
と10。このセンの指摘は、就労に関わる社会
的支援が、就労についての自由の尊重の上に
なされなければならないこと、労働・就労は
強制されるものではないことを、改めてわれ
われに認識させる。
　では、労働・就労を通じた社会的包摂を真
に図るに際して、労働・就労の強制へとつな
がることにならないようにするためには、い
かなることをすべきか。上述のようなセンの
潜在能力アプローチから、「自己の意見や考
えを表 明し、それを公 的な議 論（public 
discussion）の過程で考慮させる能力」とさ
れる、発言し、要求し、協議し、交渉できる
能力・権限・権利としての「発言権（capability 
for voice）」 11を、労働者・就労の意思を有す
る者に承認することが必要である。労働・就
労を通じた社会的包摂を真に図るためには、
様々な決定への参加が保障されていることを
要するものと考えられるが12、労働者・就労
の意思を有する者が、発言し、要求し、協議
し、交渉できる能力・権限・権利としての「発
言権」は、そうした参加を保障するために重
要なものといえよう。この「発言権」は、制
度設計のレベルから、個々人の失業給付等の
所得保障の給付を受けるレベルにおけるまで
において、必要とされるものである13。この「発
言権」の承認は、「分かち合い」社会の形成
にとって必要とされている参加民主主義を社
会のサブシステムのひとつである経済システ
ムにおける企業・職場レベルにおいて機能さ
せて行くためにも、不可欠なものといえよ 
う14。

３. 就労価値と労働権の再構成
　これまでの１および２において、「分かち
合い」社会の実現のためには、人びとが働く・
就労の側面において、その就労の価値を承認
し、それによって社会的包摂を図る必要があ
ることを示してきた。そのためには、後述す
るように、人の働き方に関わるルールである
労働法による規制を根拠づけ、それを枠づけ
る、労働・就労の場面における包括的基本権
と考えられる労働権を、就労価値を承認して
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社会的包摂を図ることをその規範内容とする
ものへと再構成する必要がある。
　ところで、労働権に関わる他の基本権であ
る生存権についても、前述のような「就労価
値」論の観点から再考するならば、生存権は、
もはや経済的権利としてのみ性格づけられる
べきものではなく、人びとの自由の拡大を支
援する就労に対する権利としての性格をも併
せもつものと理解すべきものとなろう。すな
わち、今日における生存権には、就労機会の
保障を通じた人としての存在の承認を求める
権利が内包されている、と理解すべきなので
ある15。このように再構成された生存権は、
そのようなものとして、労働権の基底に存し、
それを支えるものとなる。
　このような構造をもつ労働権が保障すべき
労働・就労の場（機会）が、「ディーセント・
ワーク（decent work）」でなければならない
との理解は、国際的にみても、またわが国に
おける議論においても、今日多くの支持を得
るところとなっている16。ここでいう「ディ
ーセント・ワーク」とは、生産的な雇用への
アクセス、仕事・所得・職場における安定・
安全、核となる労働に関わる諸権利（強制労
働からの自由、差別禁止、団結の自由等を含
む）、そして、それらのものを定め達成する
ための交渉・社会的対話の民主的な方法を構
成要素とするものと解されている17。そうす
ると、このような内実をもつディーセント・
ワークを保障する労働権は、必然的に、その
内容として、上述のような諸権利を含むもの
となるから、労働・就労の場における包括的
基本権として再構成されるべきこととなる。
包括的基本権として再構成された労働権は、
当然のことながら、前述の「発言権」をその
内に含むものである。このように労働・就労
の場における包括的基本権として再構成され
た労働権は、働き方（就労の仕方）の全体に
関わる法規範の根拠を提供するものとなる18。
　労働権は、労働市場におけるディーセント
な雇用労働の保障のみならず、働くこと・就
労を通じて社会とのつながり（社会的包摂）
を求める人々の就労も、保障すべき基本的ニ
ーズとして承認するものと理解されるべきで

あり、そのように再構成されるべきである。
したがって、労働権は、労働者（個別的労働
関係における労働者と集団的労働関係におけ
る労働者の両者）に限らず、本人自ら働く個
人就業者も含む、広く就労の意思を有する者
を権利主体とするものとなる。それは、労働
権は雇用労働であるか否かに関わりなく、あ
らゆる形態の労働を含む、という労働権につ
いての国際的・現代的理解とも整合的であ 
る19。また、わが国の憲法27条1項は、すべて
の国民に対し労働権を保障することを定めて
いることからしても、このように解すべきで
あろう。雇用労働関係を前提としない福祉的
就労においても、前述のように再構成した生
存権が労働権の基底に存することを考えれ
ば、広く就労の意思を有する者が労働権の権
利主体とされるべきこととなる20。ここで「就
労の意思を有する者」というとき、就労に関
し自由な意思の存在、換言すれば、「強制」
の排除が図られていることが、その前提条件
とされていることに留意すべきである21。
　再構成された労働権の保障の法的責任を
課される主体は、第一次的には国家（地方公
共団体を含む）である。労働権は、就労価値
を実現することをその規範内容とするもので
あるから、国家は、労働・就労を希望する者
に、ディーセント・ワークとなる労働・就労
の場を保障すべく、立法政策を展開すべき責
務を負う。それには、その就労形態が雇用労
働ではない者の就業条件がディーセントな形
で確保されるよう、立法的な措置を講ずるこ
とも含まれる。また、国家は、就労が雇用に
よる場合は、その一方当事者となる使用者に
対し法律によって一定の義務を課すことで、
自らの責務を果たすことも多い。そもそも、
雇用を通じた就労では、使用者の存在を抜き
にその実現を図ることはできないことから、
使用者は、労働権の第二次的責任主体と解さ
れる。このことが、労働権の規範内容とする
就労価値の実現のため、国家をして使用者に
対し法律によって一定の義務を課すことを、
根拠づけるものとなる。こうして使用者は、
法律によって直接的に課される義務を負うこ
とになるが、それのみならず、労働契約上の
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信義則を介し、労働権の規範的内容である就
労価値の実現に協力すべき労働契約上の義
務を負うものと解される22。そして、責任主
体としての国家と使用者は、労働権の実現へ
向けて遺漏のないように、その責任を分有す
るものと考えるべきである。

おわりに
　以上に述べてきたように、労働権は、労働
の自由を前提とし、広く就労の意思を有する
者を権利主体として、ディーセント・ワーク
を保障し、就労価値を承認して社会的包摂を
図ることをその規範内容とする、労働・就労
の場における包括的基本権として再構成され
るべきである。このように再構成された労働
権は、人びとが就労を通して社会的に承認さ
れることを可能とすることで、人びとが社会
に結びつけられる状況を創出しうる。こうし
て、再構成された労働権は、「分かち合い」
社会の実現のための基盤を提供しうるのであ
る。
　労働・就労の場における包括的基本権とし
て再構成された労働権に基づいて、「分かち
合い」社会の実現に寄与するために、労働法
が規制の対象とする領域は拡大することにな
る。再構成した労働権を規範的根拠として、
その規制領域が拡大した労働法規制のあり方
の見直しの議論（法体系論、立法政策論、解
釈論）を展開することが、今後の課題である。
その際、前述の労働権の規範内容のひとつで
ある「発言権」をどのように制度化するかが、
重要となることを指摘して、本稿を閉じるこ
とにしたい。
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